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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
（注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第60期及び第62期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。 

３ 第60期中間期、第61期中間期及び第61期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株
当たり中間(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第61期中間期及び第61期は、連結会社及び提出会社において、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10
を超えたため記載しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、第61期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業
会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部に表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 42,522 43,777 37,568 95,525 95,465
経常利益 
又は経常損失（△）

(百万円) △195 △622 314 376 △2,180

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△)

(百万円) △544 △786 416 885 △1,911

純資産額 (百万円) 5,802 6,066 4,870 7,021 4,664
総資産額 (百万円) 68,183 66,765 48,911 63,276 63,960
１株当たり純資産額 (円) 55.04 57.59 46.29 66.64 44.31
１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり 
中間(当期)純損失（△)

(円) △5.17 △7.47 3.96 8.40 △18.15

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間（当期）純利益

(円) ― ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 8.5 9.1 10.0 11.1 7.3
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 342 △2,904 2,139 7,875 4,213

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 88 53 110 1,528 120

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,544 2,212 △4,917 △8,226 △776

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高

(百万円) 4,008 5,660 7,188 6,298 9,856

従業員数
(人)

871 811 774 836 779
[外、平均臨時雇用人員] [100] [98]
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 42,100 43,171 36,655 94,512 94,028
経常利益 
又は経常損失（△）

(百万円) △224 △670 226 270 △2,252

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△)

(百万円) △542 △809 367 827 △1,940

資本金 (百万円) 5,307 5,307 5,307 5,307 5,307
発行済株式総数 (千株) 106,142 106,142 106,142 106,142 106,142
純資産額 (百万円) 5,657 5,837 4,600 6,812 4,427
総資産額 (百万円) 67,812 66,240 48,295 62,726 63,325
１株当たり純資産額 (円) 53.66 55.42 43.72 64.65 42.06
１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり 
中間(当期)純損失（△)

(円) △5.15 △7.68 3.49 7.85 △18.43

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間（当期）純利益

(円) ― ─ ─ ― ─

１株当たり配当額 (円) ― ─ ─ ― ─
自己資本比率 (％) 8.3 8.8 9.5 10.9 7.0
従業員数

(人)
834 782 705 811 753

[外、平均臨時雇用人員] [79] [76]



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい 

 て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）でありま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、大末建設労働組合と称する労働組合があり、昭和54年２月３日に結成され、上部

団体である建設連合に加盟しております。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 707    

不動産事業等 28    

全社（共通） 39    

合計 774    

従業員数(人) 705   



第２ 【事業の状況】 

（注） 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、第１四半期において、これまで景気の牽引役であった輸出や設

備投資の落ち込みから久々にマイナス成長となり、更に８月上旬には、米国の低所得者向け住宅ローン

問題を契機に、内外の金融・資本市場で信用収縮の懸念が高まるなど、景気の先行きに暗雲が漂い始め

ました。 

 この間、当建設業界では、引き続き諸資材や労務費の高騰等工事原価の上昇傾向が続く一方、第２四

半期には、耐震偽装の再発防止を目的とする建築基準法の改正の余波を受け、マンション等の新設住宅

着工戸数が大幅に減少いたしましたため、施工・採算両面での影響が懸念されるなど、経営環境は一段

と厳しさを増しました。 

 このような厳しい状況下にあって、当社グループは、早期再建に向け収益重視の基本方針を堅持しつ

つ、本業による黒字体制の確立を図るべく、当年度を初年度とする３か年の中期経営計画「チャレン

ジ！大末２５３」に基づき、その主要施策として 

①事業構造の再構築による収益力の強化 

②事業運営体制の再構築による組織力の強化 

③社員の意識改革による粘り強い集団への転換 

を掲げ、その抜本的な改革の達成により、「継続的な成長を可能にする地力を備えた企業体質への変

革」を目指し、役職員一丸となって懸命に諸施策を推し進めてまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高が３７５億６８百万円（前中間連結会計期間比１

４．２％減）となり、営業利益が４億７７百万円（前中間連結会計期間は４億１３百万円の営業損

失）、経常利益が３億１４百万円（前中間連結会計期間は６億２２百万円の経常損失）、中間純利益が

４億１６百万円（前中間連結会計期間は７億８６百万円の中間純損失）となりました。 

  

事業の種類別セグメント 

（建設事業） 

受注高につきましては、４０８億７百万円（前中間連結会計期間比４．７％減）、完成工事高は３７

０億４６百万円（前中間連結会計期間比１４．４％減）、営業利益は５億２３百万円（前中間連結会計

期間は３億１百万円の営業損失）となりました。なお、受注高における建築と土木の構成比率は、建築

工事が９３．４％、土木工事が６．６％、また、完成工事高の工事別内訳は、建築工事が９１．７％、

土木工事が８．３％となりました。 

  

（不動産事業等） 

不動産事業等（不動産の売買、賃貸管理ならびに保険の代理業等）の売上高は５億２２百万円（前中

間連結会計期間比１．６％増）、営業利益は１億７百万円（前中間連結会計期間比５７．７％増）とな

りました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計年

度末より１５億２８百万円増加し、７１億８８百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少等による資金の減少の要素があったものの、

売上債権の減少等により、２１億３９百万円の資金の増加（前中間連結会計期間は２９億４百万円の資

金の減少）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻等による収入により、１億１０百万円の資金

の増加（前中間連結会計期間比５６百万円の増加）となりました。 

 また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の減少等により、４９億１７百万円の資金の減

少（前中間連結会計期間は２２億１２百万円の資金の増加）となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業は生産実績を定義することが困難であり、建

設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にあいません。 

また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっておりません。 

よって受注及び販売の状況については可能な限り「業績等の概要」における各事業の種類別セグメント

の業績に関連付けて記載しております。 

  

  なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
（注） １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にそ

の増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間

についてみても次のように変動しております。 

  

 
  

期  別 工事別
期首繰越 
工事高 

(百万円)

期中受注
工事高 

(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 

(百万円)

期末繰越工事高

期中 
施工高 

(百万円)手持工事高
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額 
(百万円)

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

建築工事 70,645 39,934 110,580 39,856 70,723 11.4 8,084 41,842

土木工事 7,323 2,803 10,127 3,315 6,812 14.9 1,017 3,470

計 77,969 42,738 120,707 43,171 77,536 11.7 9,102 45,313

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

建築工事 56,811 37,939 94,750 33,723 61,026 4.9 3,020 33,860

土木工事 5,340 2,546 7,887 2,931 4,955 6.5 321 2,761

計 62,151 40,485 102,637 36,655 65,981 5.1 3,342 36,622

前事業年度
（自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日）

建築工事 70,645 70,257 140,903 84,092 56,811 5.1 2,884 80,878

土木工事 7,323 6,979 14,303 8,962 5,340 9.2 491 8,591

計 77,969 77,237 155,207 93,055 62,151 5.4 3,375 89,469

期  別

受注工事高 完成工事高

１年通期(A)
(百万円)

上半期(B) 
(百万円)

(B)/(A)
(％)

１年通期(C)
(百万円)

上半期(D) 
(百万円)

(D)/(C) 
(％)

第59期 83,689 40,343 48.2 91,614 42,479 46.4

第60期 91,745 44,847 48.9 94,512 42,100 44.5

第61期 77,237 42,738 55.3 93,055 43,171 46.4

第62期 ― 40,485 ― ― 36,655 ―



(3) 完成工事高 

  

 
（注） １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

  前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

 
  当中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

  前中間会計期間 

 
  当中間会計期間 

 
(4) 手持工事高（平成19年９月30日現在） 

  

 
（注） 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

期  別 区  分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

建 築 工 事 939 38,917 39,856

土 木 工 事 1,623 1,692 3,315

計 2,562 40,609 43,171

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

建 築 工 事 1,941 31,782 33,723

土 木 工 事 2,378 553 2,931

計 4,320 32,335 36,655

康和地所株式会社 リリーベル幸町サーモス新築工事

株式会社タカラレーベン レーベンハイム蕨中央弐番館新築工事

藤和不動産株式会社 小山４丁目マンション新築工事

株式会社大京 ザ・ライオンズ池田新築工事（２期工事）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 九州新幹線、島田北ＢＬ他

東日本高速道路株式会社 日本海東北自動車道大内工事

扶桑レクセル株式会社 レクセルマンション王子新築工事

社会福祉法人高久会 第２陽だまりの里建設工事

日本エスリード株式会社 エスリード烏丸五条新築工事

株式会社大京 ライオンズマンション鶴見町新築工事

株式会社大京 9,927百万円 23.0％

藤和不動産株式会社 6,573百万円 15.2％

該当する相手先はありません。    

     

区  分
官公庁 
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

  建 築 工 事 7,671 53,355 61,026

  土 木 工 事 4,299 656 4,955

計 11,970 54,011 65,981

扶桑レクセル株式会社・
西白井共同プロジェクト新築工事 平成20年９月完成予定

東日本住宅株式会社

株式会社大京 ライオンズ多摩境ステーションレジデンス新築工事 平成21年１月完成予定

藤和不動産株式会社 ＢＥＬＩＳＴＡ京都山科新築工事 平成20年６月完成予定

大阪府 大阪府営苅田住宅民活プロジェクト工事 平成22年１月完成予定

国立大学法人長崎大学
長崎大学（文教町２）総合研究棟（工学部本館）改

平成20年３月完成予定
修工事（Ⅱ期）



３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重

要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、多様な社会ニーズに技術面から対応すべく、高強度材料や居住空間環境関連技術及び施工品

質確保・工業化工法の部材研究開発とともに、同業他社との共同研究開発にも積極的に取り組んでおり

ます。 

当中間連結会計期間における研究開発費は１３百万円（消費税等抜き）でありました。また、当社の

研究開発体制及び当中間連結会計期間の主な研究開発の成果は次のとおりであります。 

  なお、子会社においては、研究開発活動は行っておりません。 

（建設事業） 

(1)当社独自の研究・開発 

①高強度材料関連技術と工業化工法の融合に向けた技術開発 

・高強度材料を使用した超高層鉄筋コンクリート造の研究成果を、中高層マンションへと展開

し、躯体工事の品質確保及び労務生産性の向上につながる工業化工法を設計段階から取り組

み、工業化部材の研究開発と施工技術の改良・改善を進めております。 

②居住空間環境関連技術による改良・改善 

・耐震補強・耐震改修における生活環境を阻害する騒音・振動・塵埃等の発生を低減できる補強

方法・施工方法を選定し、居住しながらでも施工できる耐震改修技術の改良・改善に取り組ん

でおります。 

・共同住宅建設における乾式外断熱工法、湿式外断熱工法の施工実績の成果を踏まえ、関連技術

の開発と高耐久建設への取り組みを進めております。また、外壁仕上げ材の耐久性能実験等を

引き続き行い、室内居住環境の快適性の追求と省エネ性能を考慮した研究も進めております。

③作業所施工管理の効率化 

・ゼロエミッションの推進のため、自社建設副産物管理プログラムの機能を改善し、分析管理に

よる廃棄物の総発生量の抑制とリサイクルに取り組んでおります。 

・作業所における日常業務の予算管理、各種検査、管理書類のシステムを改善し、施工段階毎の

施工管理データの効率的蓄積と活用に取り組んでおります。 

④新材料を用いたＰＣ部材の開発と適用性の研究 

  ・部材の薄肉化と軽量化による建物の軽量化による施工時のＣＯ2排出量の削減を目的として、 

   繊維混入複合材を用いたＰＣ部材の開発に取組中であります。 

(2)同業他社との共同研究 

①各種セメントを用いたコンクリートの湿潤養生方法に関する研究 

・セメントの種類別コンクリートのひび割れ抑制に取り組んでおります。特に湿潤養生方法を技

術的に解明することで、合理的な養生期間を定める研究を進め、その結果を建築学会へ発表し

ております。 

②外断熱タイル弾性張り工法の研究 

・外装タイルの剥離・剥落防止を目的として、外気暴露実験を行い、タイル接着性能と耐久性能

の検証と施工法確立のための共同研究に取り組んでおります。 

  

（不動産事業等） 

研究開発活動は特段行っておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種  類 発行可能株式総数(株)

普通株式 222,467,750

計 222,467,750

種  類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
（平成19年９月30日）

提出日現在
発行数(株）  

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内  容

普通株式 106,142,250 106,142,250
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 106,142,250 106,142,250 ― ―

年 月 日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 106,142,250 ― 5,307 ― 572



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式394,000株（議決権394  

  個）が含まれております。 

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式157株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大東建託株式会社 東京都港区港南２丁目16番１号 10,137 9.55

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 6,189 5.83

東洋不動産株式会社 大阪市中央区南船場４丁目７番23号 4,420 4.16

三信株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号 3,900 3.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,876 3.65

大末建設従業員持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 2,932 2.76

株式会社コスモスイニシア 東京都千代田区内幸町１丁目３番２号 2,600 2.45

株式会社大京 東京都渋谷区千駄ヶ谷４丁目24番13号 2,398 2.26

大末建設株式会社大親会持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 2,258 2.13

山本 良継 大阪府松原市 2,119 2.00

計 ― 40,831 38.47

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式      926,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式    101,670,000 101,670 ―

単元未満株式 普通株式      3,546,250 ― ―

発行済株式総数 106,142,250 ― ―

総株主の議決権 ― 101,670 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
（注） このほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式1,000株（議決権1

個）があります。 

 なお、当該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
（注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
大末建設株式会社

大阪市中央区南船場 
２丁目２番11号

926,000 ― 926,000 0.87

計 ― 926,000 ― 926,000 0.87

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 107 104 118 106 96 84

低(円) 94 90 93 93 77 72



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和

24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、みすず監査法人及び監査法人はるかにより中間監査を受け、また、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の

中間財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  みすず監査法人及び監査法人はるか 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  太陽ＡＳＧ監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 5,678 7,395 10,174

   受取手形・完成工事 
   未収入金等

※２ 
※６

42,883 27,496 40,644

   未成工事支出金 8,553 3,858 3,359

   その他たな卸資産 1,066 1,991 1,185

   その他 ※２ 1,038 1,211 1,277

    貸倒引当金 △1 △1 △2

   流動資産合計 59,218 88.7 41,952 85.8 56,640 88.6

Ⅱ 固定資産

  １有形固定資産

   土地 ※２ ─ 2,801 2,801

   その他
※１
※２

4,103 4,103 1,229 4,030 1,259 4,060

  ２無形固定資産 67 75 69

  ３投資その他の資産

   その他
※２
※５

3,847 2,932 3,706

    貸倒引当金 △470 3,377 △79 2,853 △517 3,189

   固定資産合計 7,547 11.3 6,959 14.2 7,319 11.4

  資産合計 66,765 100.0 48,911 100.0 63,960 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

   支払手形・ 
   工事未払金等

※６ 30,644 23,685 32,642

   短期借入金 ※２ 20,686 12,740 18,153

   未払法人税等 44 48 58

   未成工事受入金 4,940 3,227 3,211

   完成工事補償引当金 131 333 316

   賞与引当金 130 3 149

   工事損失引当金 77 481 886

   その他 ※５ 987 1,420 1,393

   流動負債合計 57,643 86.3 41,941 85.7 56,811 88.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 656 107 207

   繰延税金負債 560 234 373

   退職給付引当金 1,775 1,706 1,844

   その他 63 51 57

   固定負債合計 3,056 4.6 2,099 4.3 2,483 3.9

  負債合計 60,699 90.9 44,040 90.0 59,295 92.7

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

   資本金 5,307 8.0 5,307 10.9 5,307 8.3

   資本剰余金 572 0.8 572 1.2 572 0.9

   利益剰余金 △541 △0.8 △1,249 △2.6 △1,666 △2.6

   自己株式 △73 △0.1 △84 △0.2 △78 △0.1

   株主資本合計 5,265 7.9 4,544 9.3 4,134 6.5

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

800 1.2 325 0.7 530 0.8

   評価・換算差額等 
   合計

800 1.2 325 0.7 530 0.8

  純資産合計 6,066 9.1 4,870 10.0 4,664 7.3

  負債純資産合計 66,765 100.0 48,911 100.0 63,960 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 43,263 37,046 93,446

   不動産事業等売上高 513 522 2,018

   売上高合計 43,777 100.0 37,568 100.0 95,465 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 41,981 34,908 92,736

   不動産事業等 
   売上原価

392 393 797

   売上原価合計 42,373 96.8 35,301 94.0 93,533 98.0

  売上総利益

   完成工事総利益 1,282 2,138 710

   不動産事業等 
   売上総利益

121 128 1,220

   売上総利益合計 1,403 3.2 2,266 6.0 1,931 2.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,816 4.1 1,789 4.7 3,614 3.8

   営業利益 ─ ─ 477 1.3 ─ ─

   営業損失 413 △0.9 ─ ─ 1,682 △1.8

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 22 12 37

   受取配当金 6 13 8

   保険配当金 ─ 27 4

   業務受託手数料 0 0 0

   その他 23 52 0.1 24 78 0.2 31 82 0.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 215 186 455

   手形売却損 33 23 72

   債権譲渡損 ─ 30 47

   その他 14 262 0.6 1 241 0.7 4 579 0.6

   経常利益 ─ ─ 314 0.8 ─ ─

   経常損失 622 △1.4 ─ ─ 2,180 △2.3

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※２ ─ 201 ─

   投資有価証券売却益 21 21 0.1 ─ 201 0.6 611 611 0.7

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※３ 1 9 2

   固定資産除却損 ※４ 0 0 0

   従業員特別退職金 ─ 39 36

   損害賠償金 ─ 13 42

   その他 ※５ 160 162 0.4 7 70 0.2 209 290 0.3

   税金等調整前 
   中間純利益

─ ─ 445 1.2 ─ ─

   税金等調整前 
   中間(当期)純損失

763 △1.7 ─ ─ 1,858 △1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

24 27 51

   法人税等調整額 △0 23 0.1 0 28 0.1 1 53 0.1

   中間純利益 ─ ─ 416 1.1 ─ ─

   中間(当期)純損失 786 △1.8 ─ ─ 1,911 △2.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（百万円） 

 
  

（百万円） 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（百万円） 

 
  

（百万円） 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 5,307 572 245 △66 6,057

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △786 ─ △786

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △6 △6

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 ─ ─ △786 △6 △792

平成18年９月30日残高 5,307 572 △541 △73 5,265

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 963 963 7,021

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △786

 自己株式の取得 ─ ─ △6

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

△162 △162 △162

中間連結会計期間中の変動額合計 △162 △162 △955

平成18年９月30日残高 800 800 6,066

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 5,307 572 △1,666 △78 4,134

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ 416 ─ 416

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △5 △5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 ─ ─ 416 △5 410

平成19年９月30日残高 5,307 572 △1,249 △84 4,544

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 530 530 4,664

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ 416

 自己株式の取得 ─ ─ △5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

△205 △205 △205

中間連結会計期間中の変動額合計 △205 △205 205

平成19年９月30日残高 325 325 4,870



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（百万円） 

 
  

（百万円） 

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 5,307 572 245 △66 6,057

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 ― ― △1,911 ― △1,911

 自己株式の取得 ― ― ― △11 △11

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △1,911 △11 △1,923

平成19年３月31日残高 5,307 572 △1,666 △78 4,134

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 963 963 7,021

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 ― ― △1,911

 自己株式の取得 ― ― △11

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

△433 △433 △433

連結会計年度中の変動額合計 △433 △433 △2,356

平成19年３月31日残高 530 530 4,664



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

  税金等調整前中間（当期） 
  純利益・損失（△）

△763 445 △1,858

  減価償却費 45 43 90

  貸倒引当金の増加・減少（△）額 △0 △439 47

  退職給付引当金の増加・減少（△）額 150 △137 218

  賞与引当金の増加・減少（△）額 △5 △145 14

  工事損失引当金の増加・減少（△）額 77 △405 886

  受取利息及び受取配当金 △28 △26 △45

  支払利息 215 186 455

  有形固定資産除却損 0 0 0

  売上債権の減少・増加（△）額 △2,151 13,142 76

  未成工事支出金の減少・増加（△）額 △2,814 △498 2,378

  その他たな卸資産の 
  減少・増加（△）額

0 △805 △118

  仕入債務の増加・減少（△）額 1,934 △8,956 3,933

  未成工事受入金の増加・減少（△）額 1,328 15 △399

  預り金の増加・減少（△）額 △802 △314 △747

  その他 177 230 △200

    小計 △2,636 2,332 4,729

  利息及び配当金の受取額 28 26 45

  利息の支払額 △223 △181 △458

  法人税等の支払額 △52 △38 △61

  損害賠償金の支払額 △20 ― △42

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,904 2,139 4,213

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △7 △8 △10

  投資有価証券の取得による支出 △7 △17 △283

  投資有価証券の売却による収入 23 2 691 

  貸付けによる支出 ─ △3 △21

  貸付金の回収による収入 29 11 67

  定期預金の預入による支出 △18 △207 △318

  定期預金の払戻による収入 ― 318 ―

  その他 33 14 △5

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

53 110 120 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入金純増加・減少（△）額 1,380 △4,846 △1,016

  長期借入れによる収入 1,071 214 1,071

  長期借入金の返済による支出 △233 △881 △818

  預り担保金の受入による収入 ― 622 ―

  その他 △6 △26 △11

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

2,212 △4,917 △776

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少（△）額

△638 △2,667 3,558 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,298  9,856 6,298 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

5,660  7,188 9,856 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社数    ４社 

 連結子会社名 

  大末サービス㈱ 

  アメニティサポート㈱ 

  テクノワークス㈱  

  ㈱ＤＡＩＭ

連結子会社数    ４社 

 連結子会社名 

  大末サービス㈱ 

  アメニティサポート㈱ 

  テクノワークス㈱  

  ㈱ＤＡＩＭ

連結子会社数    ４社 

 連結子会社名 

  大末サービス㈱ 

  アメニティサポート㈱ 

  テクノワークス㈱ 

  ㈱ＤＡＩＭ

 ㈱ＤＡＩＭは平成18年９

月に当社全額出資により設

立し、当中間連結会計期間

より連結子会社としており

ます。

 ㈱ＤＡＩＭは平成18年９

月に当社全額出資により設

立し、当連結会計年度より

連結子会社としておりま

す。

非連結子会社数   １社 

 非連結子会社名 

  ダイスエ開発㈱

非連結子会社数   １社 

 非連結子会社名 

  ダイスエ開発㈱

非連結子会社数   １社 

 非連結子会社名 

  ダイスエ開発㈱

 非連結子会社１社は、小

規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりません。

同左  非連結子会社１社は、小

規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼ

しておりません。

２ 持分法の適用に関

する事項

 持分法非適用の非連結子

会社名 

  ダイスエ開発㈱

 持分法非適用の非連結子

会社名及び関連会社名 

非連結子会社名 

 ダイスエ開発㈱ 

関連会社名 

 金岡単身寮ＰＦＩ㈱

 持分法非適用の非連結子

会社名及び関連会社名 

非連結子会社名 

 ダイスエ開発㈱ 

関連会社名 

 金岡単身寮ＰＦＩ㈱

 上記の持分法非適用の非

連結子会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。

 上記の持分法非適用の非

連結子会社及び関連会社

は、それぞれ純損益及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外してお

ります。

同左

３ 連結子会社の（中

間）決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日

は、すべて連結財務諸表提

出会社と同じであります。

同左  連結子会社の決算日は、

すべて連結財務諸表提出会

社と同じであります。



前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日）

４ 会計処理基準に関す
る事項

 (1) 重要な資産の評価
基準及び評価方
法

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの
  中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移
動平均法により算定してお
ります）

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの

同左

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの
  連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平
均法により算定しておりま
す）

 時価のないもの
  移動平均法による原価法

 時価のないもの
同左

 時価のないもの
同左

たな卸資産
 未成工事支出金
  個別法による原価法

―――
  
 販売用不動産
  個別法による原価法
 材料貯蔵品
  先入先出法による原価法

たな卸資産
 未成工事支出金

同左
 開発事業支出金
    個別法による原価法
 販売用不動産

同左
 材料貯蔵品

同左

たな卸資産
 未成工事支出金

同左
 開発事業支出金

同左
 販売用不動産

同左
 材料貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資
産の減価償却の
方法

 

有形固定資産
 定率法によっております。
 ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）については、
定額法によっております。
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車両
運搬具・工具器
具備品

２年～20年

 

有形固定資産
 定率法によっております。
 ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）については、
定額法によっております。
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車両
運搬具・工具器
具備品

２年～20年

 

有形固定資産
 定率法によっております。
 ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）については、
定額法によっております。
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車両
運搬具・工具器
具備品

２年～20年

（会計方針の変更） 
 法人税法の改正（(所得税法
等の一部を改正する法律 平
成19年３月30日 法律第６
号）及び（法人税法施行令の
一部を改正する政令 平成19
年３月30日 政令83号)）に伴
い、平成19年４月１日以降に
取得したものについては、改
正後の法人税法に基づく減価
償却の方法に変更しておりま
す。 
 これによる損益に与える影
響は軽微であります。

（追加情報） 
 なお、平成19年３月31日以
前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却
が終了した翌連結会計年度か
ら５年間で均等償却する方法
によっております。  
 これによる損益に与える影
響は軽微であります。

無形固定資産 
 定額法によっております。 
 なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっておりま
す。

無形固定資産
同左

無形固定資産
同左



前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 (3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前連

結会計年度末引当金の当中

間連結会計期間末残高に、

当中間連結会計期間完成工

事高に対する将来の見積補

償額を加算する方法によっ

ております。

完成工事補償引当金
同左

完成工事補償引当金 

 引渡しの終了した工事に

対する瑕疵担保及びアフタ

ーサービス費に充てるた

め、瑕疵担保実績率に基づ

き計上しております。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期

間の負担額を計上しており

ます。

賞与引当金 

     同左

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しておりま

す。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末において見込

まれる未引渡工事の損失発

生見込額を計上しておりま

す。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末において見込まれ

る未引渡工事の損失発生見

込額を計上しております。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 会計基準変更時差異

（2,745百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌連結会計年

度から、過去勤務債務につ

いては、発生の当連結会計

年度から、それぞれ平均残

存勤務期間以内の一定の年

数である10年で定額法によ

り費用処理することとして

おります。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 会計基準変更時差異

（2,745百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌連結会計年

度から、過去勤務債務につ

いては、発生の当連結会計

年度から、それぞれ平均残

存勤務期間以内の一定の年

数である10年で定額法によ

り費用処理することとして

おります。



 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 (4) 完成工事高の計

上基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,923百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

32,288百万円であります。

 工事進行基準によった完

成工事高は、24,902百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

24,239百万円であります。

 工事進行基準によった完

成工事高は、66,131百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

65,727百万円であります。

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

 (6) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっております。

１ 消費税等の会計処理

同左

１ 消費税等の会計処理

同左

２ 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用し

ております。

２ 連結納税制度の適用

同左

２ 連結納税制度の適用

同左

５ 中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなりま

す。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

表示方法の変更 
  

前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準） 
 当中間連結会計期間から「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計基
準第４号 平成17年11月29日）を適
用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

───── (役員賞与に関する会計基準) 
 当連結会計年度より、「役員賞与
に関する会計基準」（企業会計基準
第４号 平成17年11月29日）を適用
しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月９日）及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号 平成17年12月９
日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は、6,066百万円でありま
す。 
 なお、当中間連結会計期間におけ
る中間連結貸借対照表の純資産の部
については、中間連結財務諸表規則
の改正に伴い、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準) 
 当連結会計年度より、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月９日）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月９日）を
適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は、4,664百万円でありま
す。 
 なお、当連結会計年度における連
結貸借対照表の純資産の部について
は、連結財務諸表規則の改正に伴
い、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

───── （中間連結貸借対照表関係）
前中間連結会計期間において固定資産の「その他」に

含めて表示していた「土地」は、資産総額の100分の５
を超えたため、当中間連結会計期間から区分掲記してお
ります。 
 なお、前中間連結会計期間の固定資産の「その他」に
含まれる「土地」は2,801百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）
前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示していた「受取配当金」は、営業外収益の
総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か
ら区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」
に含まれる「受取配当金」は５百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）
前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示していた「保険配当金」は、営業外収益の
総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か
ら区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」
に含まれる「保険配当金」は４百万円であります。

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」
に含めて表示していた「手形売却損」は、営業外費用の
総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か
ら区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他」
に含まれる「手形売却損」は34百万円であります。

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」
に含めて表示していた「債権譲渡損」は、営業外費用の
総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か
ら区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他」
に含まれる「債権譲渡損」は９百万円であります。

前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に
含めて表示していた「従業員特別退職金」及び「損害賠
償金」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、
当中間連結会計期間から区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の特別損失の「その他」に
含まれる「従業員特別退職金」は21百万円、「損害賠償
金」は35百万円であります。



注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

 
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,531百万円  
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,600百万円  
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,565百万円

 

※２ 下記の資産は、長期借入金656
百万円及び短期借入金20,631百万
円（一年以内返済予定の長期借入
金845百万円を含む）の担保に供
しております。
 なお、有価証券7百万円及び投
資有価証券のうち31百万円は、営
業保証金として差し入れておりま
す。
受取手形 12,740百万円
有価証券 7
投資有価証券 801
事業保険金 203

計 13,752

 

※２ 下記の資産は、長期借入金107
百万円及び短期借入金12,740百万
円（一年以内返済予定の長期借入
金142百万円を含む）の担保に供
しております。
 なお、投資有価証券のうち44百
万円は、営業保証金として差し入
れております。
預金 207百万円
受取手形 6,270
建物 1,016
土地 2,595
投資有価証券 171
事業保険金 203

計 10,464

 また、上記の他、工事請負代金
の債権譲渡担保差入証書を差し入
れており、これに対応する工事請
負代金総額（既入金額を除く）
は、18,772百万円であります。

 

※２ 下記の資産は、長期借入金207
百万円及び短期借入金18,104百万
円（一年以内返済予定の長期借入
金708百万円を含む）の担保に供
しております。
 なお、有価証券7百万円及び投
資有価証券のうち32百万円は、営
業保証金として差し入れておりま
す。
預金 300百万円
受取手形 18,451
有価証券 7
投資有価証券 165
事業保険金 203

計 19,127
 また、上記の他、工事請負代金
の債権譲渡担保差入証書を差し入
れており、これに対応する工事請
負代金総額（既入金額を除く）
は、14,306百万円であります。

 

３ 保証債務
   連結会社以外の会社が顧客から

の前受金について、信用保証会社
等から保証を受けており、この前
受金保証について連結会社が信用
保証会社等に対して保証を行って
おります。

保証額
 ㈱大京他10社 3,039百万円

 

３ 保証債務
同左

保証額
 扶桑レクセル㈱、 
 ㈱大京他７社

1,537百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、他
社が負担すべき債務   1百万円）

 

３ 保証債務
同左 

   
  
  
  
 

保証額

 ㈱大京、扶桑レ 
 クセル㈱他５社

5,090百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、他
社が負担すべき債務   8百万円）

 

 
４ 受取手形割引高 1,104百万円

※５    ─────

 
４ 受取手形割引高 2,048百万円

※５ 貸付有価証券及び預り担保金

 
４ 受取手形割引高 1,335百万円

※５    ─────
   投資有価証券には、株券貸借取

引により、金融機関に貸出してい
る上場株式978百万円が含まれて
おり、その担保として受け入れた
預り担保金622百万円が流動負債
のその他に含まれております。

※６ 中間連結会計期間末日満期手形
は手形交換日をもって決済処理を
しております。従って、当中間連
結会計期間末日は、金融機関の休
日であったため中間連結会計期間
末日満期手形が以下の科目に含ま
れております。 
 受取手形      1,785百万円 
 支払手形      3,088

※６ 中間連結会計期間末日満期手形
は手形交換日をもって決済処理を
しております。従って、当中間連
結会計期間末日は、金融機関の休
日であったため中間連結会計期間
末日満期手形が以下の科目に含ま
れております。 
 受取手形      1,143百万円 
 支払手形      2,516

※６ 期末日満期手形は、手形交換日
をもって決済処理しております。
従って、当連結会計年度末日は金
融機関の休日であったため、期末
日満期手形が以下の科目に含まれ
ております。

    受取手形      1,639百万円
     支払手形      3,609

７ 貸出参加取引
   提出会社は、平成12年９月に工

事等に係る債権の流動化を目的と
した参加取引を実施しておりま
す。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,934百万円であります。

７ 貸出参加取引
   提出会社は、平成12年９月に工

事等に係る債権の流動化を目的と
した参加取引を実施しておりま
す。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,929百万円であります。

７ 貸出参加取引
   提出会社は、平成12年９月に工

事等に係る債権の流動化を目的と
した参加取引を実施しておりま
す。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,932百万円であります。



（中間連結損益計算書関係） 

  

 
  

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。

従業員給料手当 709百万円

賞与引当金繰入額 32

退職給付費用 152

地代家賃 209
 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。

従業員給料手当 719百万円

退職給付費用 156

地代家賃 194

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。

従業員給料手当 1,415百万円

賞与引当金繰入額 36

退職給付費用 297

地代家賃 407

貸倒引当金繰入額 46

 

 

※２    ─────

 

※３ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりであります。

過年度完成工事高 
修正

0百万円

過年度不動産事業 
等売上原価修正

0

その他 1

計 1

 

※２ 前期損益修正益の内訳は、次

のとおりであります。

過年度完成工事原
価修正

24百万円

賞与引当金戻入益 135

貸倒引当金戻入益 40

計 201

※３ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりであります。

過年度完成工事高
修正

9百万円

過年度不動産事業
等売上高修正

0

過年度不動産事業
等売上原価修正

0

その他 0

計 9

 

 

※２    ─────

※３ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりであります。

過年度完成工事高 
修正

0百万円

過年度不動産事業 
等売上原価修正

0

その他 1

計 2

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

工具器具備品 0百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

工具器具備品 0百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

工具器具備品 0百万円

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

過年度完成工事補
修費

103百万円

従業員特別退職金 21

損害賠償金 35

その他 1

計 160  

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

過年度完成工事補
修費

4百万円

投資有価証券売却

損
0

その他 2

計 7

 

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

過年度完成工事補
修費

166百万円

その他 42

計 209

６ 当社グループの売上高は、通常

の営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合が

大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があり

ます。

６      同左 ６     ―──――



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 106,142,250 ― ― 106,142,250

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 770,101 43,469 ― 813,570

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 106,142,250 ― ― 106,142,250

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 865,871 60,286 ― 926,157

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 106,142,250 ─ ─ 106,142,250

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 770,101 95,770 ─ 865,871



次へ 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
  

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成18年９月30日）

現金預金勘定 5,678百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△18

現金及び現金同等物 5,660
 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成19年９月30日）

現金預金勘定 7,395百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△207

現金及び現金同等物 7,188
 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成19年３月31日）

現金預金勘定 10,174百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△318

現金及び現金同等物 9,856



（リース取引関係） 

  
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 50 32 17

工具器具 
備品 459 314 144

合計 510 347 162

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 26 14 11

工具器具 
備品 432 282 150

ソフト 
ウェア 26 14 11

合計 485 312 173

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 50 36 14

工具器具
備品 457 347 110

ソフト
ウェア 29 15 14

合計 538 398 139

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 87百万円

１年超 74

合計 162

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 69百万円

１年超 104

合計 173

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 70百万円

１年超 69

合計 139

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってお

ります。

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 52百万円

減価償却費 
相当額

52

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 44百万円

減価償却費
相当額

44

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 102百万円

減価償却費
相当額

102

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



次へ 

 
  

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

（貸主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 19 4 14

合計 19 4 14

（貸主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 19 8 10

合計 19 8 10

（貸主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 19 6 12

合計 19 6 12

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3百万円

１年超 10

合計 14

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3百万円

１年超 6

合計 10

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 3百万円

１年超 8

合計 12

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法によっておりま

す。

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及

び見積残存価額の残高の合計額

が営業債権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受取利子込

み法によっております。

③ 受取リース料及び減価償却費相

当額

受取リース料 1百万円

減価償却費 
相当額

1

③ 受取リース料及び減価償却費相

当額

受取リース料 1百万円

減価償却費
相当額

1

③ 受取リース料及び減価償却費相

当額

受取リース料 3百万円

減価償却費
相当額

3

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 上記の物件は、全て転リースによ

る物件であります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



前へ 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額 
  

 
  

 
  

（デリバティブ取引関係） 
  

 
  

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

種類

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表

計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照表 
計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 534 1,885 1,351 734 1,285 551 731 1,626 894

(2) 債券

  国債・地方債等 32 31 △0 44 44 △0 39 39 △0

  社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ― ― ―

  その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ― ― ―

(3) その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ― ― ―

合計 567 1,917 1,350 778 1,330 551 770 1,665 894

種 類

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日）

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券 
 非上場株式

374 362 365

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

───── ───── （注） その他有価証券について減

損処理を行い、投資有価証券

評価損６百万円（非上場株式

６百万円）を計上しておりま

す。

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ありません。

同左 同左



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 
（注） １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2) 各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の売買及び賃貸、保険の代理業、一般労働者派遣業他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間178百万

円、当中間連結会計期間154百万円、前連結会計年度343百万円であり、その主なものは、提出会社本社の

経営企画部等管理部門に係る費用であります。 

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,263 513 43,777 ― 43,777

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 234 234 (234) ―

計 43,263 747 44,011 (234) 43,777

営業費用 43,564 679 44,244 (54) 44,190

営業利益又は営業損失（△） △301 68 △233 (179) △413

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,046 522 37,568 ― 37,568

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 175 175 (175) ―

計 37,046 697 37,743 (175) 37,568

営業費用 36,522 589 37,112 (21) 37,090

営業利益 523 107 631 (153) 477

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

93,446 2,018 95,465 ─ 95,465

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 491 491 (491) ―

計 93,446 2,509 95,956 (491) 95,465

営業費用 95,822 1,474 97,297 (149) 97,147

営業利益又は営業損失（△） △2,375 1,034 △1,340 (341) △1,682



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上高がないため、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

海外売上高がないため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

海外売上高がないため、記載しておりません。 

  



（１株当たり情報） 

  

 
  

（注） １株当たり中間(当期)純利益(純損失)の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 57.59円 １株当たり純資産額 46.29円 １株当たり純資産額 44.31円

１株当たり中間純損失 7.47円 １株当たり中間純利益 3.96円 １株当たり当期純損失 18.15円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、1株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

中間(当期)純利益 
(純損失△)(百万円)

△786 416 △1,911

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― ─

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 
(純損失△)(百万円)

△786 416 △1,911

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

105,349 105,245 105,325



（重要な後発事象） 

  前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (1) 金融機関への追加担保差し入れ 

当社は、平成19年５月11日開催の取締役会で、５月以降の工事立替資金の新規借入調達にあたっ

て、金融機関から借入の条件として提示されたため、従来の担保に追加して新たに下記の資産及び工

事請負代金を金融機関あてに担保提供する方針を確認し、平成19年５月25日開催の取締役会で承認し

ております。 

  土地        2,595百万円 

  建物        1,038百万円 

  投資有価証券     404百万円 

 このうち、土地及び建物については、平成19年５月31日に担保提供を行いました。 

 なお、従来、工事請負代金の債権譲渡担保差入証書を差し入れていたものを、一部の取引先に対す

る工事請負代金については、取引先の了解を得た後、譲渡担保として差し入れる予定をしておりま

す。また、差し入れることとなる工事請負代金総額（既入金額を除く）は確定しておりません。 

  

 (2) 借入金の期日前弁済 

平成19年４月24日に、金融機関からの短期借入金1,540百万円（一年以内返済予定の長期借入金540

百万円を含む）及び長期借入金190百万円について期日前弁済を行っており、その弁済資金について

は、同日当該借入金の担保として差し入れていた受取手形を該当金融機関で手形割引を行うことで調

達しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 5,306 6,952 9,777

   受取手形
※２ 
※６

13,617 7,848 18,850

   完成工事未収入金 29,142 19,578 21,560

   未成工事支出金 8,559 3,854 3,396

   開発事業支出金 ― 500 105

   販売用不動産 1,058 1,480 1,058

   短期貸付金 215 182 184

   その他 ※２ 841 987 1,145

    貸倒引当金 △1 △1 △2

   流動資産合計 58,739 88.7 41,383 85.7 56,076 88.6

Ⅱ 固定資産

  １有形固定資産

   土地 ※２ 2,672 2,671 2,671

   その他
※１
※２

1,201 1,136 1,164

   有形固定資産計 3,874 3,808 3,836

  ２無形固定資産 62 71 65

  ３投資その他の資産

   長期貸付金 29 28 34

   その他
※２
※５

4,003 3,082 3,830

    貸倒引当金 △470 △79 △517

   投資その他の資産計 3,563 3,032 3,347

   固定資産合計 7,500 11.3 6,912 14.3 7,249 11.4

  資産合計 66,240 100.0 48,295 100.0 63,325 100.0



前中間会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

   支払手形 ※６ 15,867 14,719 18,476

   工事未払金 14,748 8,852 13,980

   短期借入金 ※２ 20,631 12,740 18,104

   未払法人税等 36 35 49

   未成工事受入金 4,939 3,183 3,201

   完成工事補償引当金 131 333 316

   賞与引当金 127 ─ 146

   工事損失引当金 77 481 886

   その他 ※５ 905 1,338 1,371

   流動負債合計 57,465 86.8 41,685 86.3 56,532 89.3

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 656 107 207

   繰延税金負債 530 214 343

   退職給付引当金 1,745 1,683 1,810

   その他 4 4 4

   固定負債合計 2,936 4.4 2,009 4.2 2,365 3.7

  負債合計 60,402 91.2 43,695 90.5 58,898 93.0

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

   資本金 5,307 8.0 5,307 11.0 5,307 8.4

   資本剰余金

    資本準備金 572 572 572

   資本剰余金合計 572 0.8 572 1.2 572 0.9

   利益剰余金

    その他利益剰余金

     繰越利益剰余金 △741 △1,506 △1,873

   利益剰余金合計 △741 △1.1 △1,506 △3.1 △1,873 △3.0

   自己株式 △73 △0.1 △84 △0.2 △78 △0.1

   株主資本合計 5,064 7.6 4,288 8.9 3,926 6.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

773 1.2 312 0.6 500 0.8

   評価・換算差額等 
   合計

773 1.2 312 0.6 500 0.8

  純資産合計 5,837 8.8 4,600 9.5 4,427 7.0

  負債純資産合計 66,240 100.0 48,295 100.0 63,325 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
（百万円） 

前中間会計期間

（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 43,171 36,655 93,055

   不動産事業等売上高 ― 43,171 100.0 ― 36,655 100.0 972 94,028 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 41,952 34,636 92,483

   不動産事業等 
   売上原価

― 41,952 97.2 ― 34,636 94.5 3 92,486 98.4

  売上総利益

   完成工事総利益 1,219 2,018 572

   不動産事業等 
   売上総利益

  ― 1,219 2.8 ― 2,018 5.5 969 1,541 1.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,684 3.9 1,622 4.4 3,305 3.5

   営業利益 ― ─ 396 1.1 ─ ─

   営業損失 465 △1.1 ─ ─ 1,763 △1.9

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 22 11 36

   保険配当金 ― 27 4

   業務受託手数料 0 0 0

   その他 47 70 0.1 46 85 0.2 76 119 0.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 214 186 453

   債権譲渡損 ― 30 47

   その他 61 275 0.6 38 255 0.7 106 607 0.6

   経常利益 ― ― 226 0.6 ─ ─

   経常損失 670 △1.6 ─ ─ 2,252 △2.4

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※１ ― 201 ―

   投資有価証券売却益 20 20 0.0 ─ 201 0.6 611 611 0.7

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ― 9 0

   従業員特別退職金 ― 39 36

   損害賠償金 ― 13 42

   その他 ※２ 159 159 0.3 7 70 0.2 209 287 0.3

   税引前中間純利益 ─ ─ 356 1.0 ─ ─

   税引前中間(当期) 

   純損失
809 △1.9 ─ ─ 1,928 △2.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

△0 △0.0 △10 △0.0 12 0.0

   中間純利益 ― ― 367 1.0 ― ―

   中間(当期)純損失 809 △1.9 ― ― 1,940 △2.0

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本剰余金 その他利益 利益剰余金



 
  

（百万円） 

 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
（百万円） 

 
  

（百万円） 

資本準備金 合計 剰余金 合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 5,307 572 572 67 67 △66 5,879

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ ― △809 △809 ─ △809

 自己株式の取得 ─ ─ ― ─ ― △6 △6

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ― ─ ― ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 ─ ─ ― △809 △809 △6 △815

平成18年9月30日残高 5,307 572 572 △741 △741 △73 5,064

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 932 932 6,812

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △809

 自己株式の取得 ─ ─ △6

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

△159 △159 △159

中間会計期間中の変動額合計 △159 △159 △974

平成18年９月30日残高 773 773 5,837

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高 5,307 572 572 △1,873 △1,873 △78 3,926

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ ― 367 367 ─ 367

 自己株式の取得 ─ ─ ― ─ ― △5 △5

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ― ─ ― ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 ─ ─ ― 367 367 △5 361

平成19年9月30日残高 5,307 572 572 △1,506 △1,506 △84 4,288

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高 500 500 4,427

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ 367

 自己株式の取得 ─ ─ △5

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

△188 △188 △188

中間会計期間中の変動額合計 △188 △188 173

平成19年９月30日残高 312 312 4,600



次へ 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（百万円） 

 
  

（百万円） 

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 5,307 572 572 67 67 △66 5,879

事業年度中の変動額

 当期純損失 ─ ─ ─ △1,940 △1,940 ─ △1,940

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △11 △11

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計 ─ ─ ─ △1,940 △1,940 △11 △1,952

平成19年３月31日残高 5,307 572 572 △1,873 △1,873 △78 3,926

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 932 932 6,812

事業年度中の変動額

 当期純損失 ─ ─ △1,940

 自己株式の取得 ─ ─ △11

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△432 △432 △432

事業年度中の変動額合計 △432 △432 △2,384

平成19年３月31日残高 500 500 4,427



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

 子会社株式

  移動平均法による原価

法

有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

同左

有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております）

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております）

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

  個別法による原価法

───

  

 販売用不動産

  個別法による原価法

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 開発事業支出金

  個別法による原価法

 販売用不動産

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 開発事業支出金

同左

 販売用不動産

同左



前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

有形固定資産

 定率法によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっており

ます。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車

両運搬具・工

具器具備品

３年～20年

 

有形固定資産

 定率法によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっており

ます。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車

両運搬具・工

具器具備品

３年～20年

 

有形固定資産

 定率法によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっており

ます。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車

両運搬具・工

具器具備品

３年～20年

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正（(所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政

令83号)）に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の

法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日

以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年度

５年間で均等償却する方法

によっております。  

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。

無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左



前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前事

業年度末引当金の当中間会

計期間末残高に、当中間会

計期間完成工事高に対する

将来の見積補償額を加算す

る方法によっております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金 

 引渡しの終了した工事に

対する瑕疵担保及びアフタ

ーサービス費に充てるた

め、瑕疵担保実績率に基づ

き計上しております。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の

負担額を計上しておりま

す。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の

負担額を計上しておりま

す。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計

上しております。

 なお、当中間期末におい

ては、当中間会計期間に対

する将来の支給見込がない

ため、計上しておりませ

ん。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間期

末において見込まれる未引

渡工事の損失発生見込額を

計上しております。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当期末に

おいて見込まれる未引渡工

事の損失発生見込額を計上

しております。



前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

 会計基準変更時差異

（2,721百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してお

ります。 

 会計基準変更時差異

（2,721百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

しております。

４ 完成工事高の計上

基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,923百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

32,288百万円であります。

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、24,902百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

24,239百万円であります。

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっておりま

すが、長期（工期12ヶ月

超）の工事については、工

事進行基準によっておりま

す。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、66,131百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

65,727百万円であります。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる事項

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっております。

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。

１ 消費税等の会計処理

同左

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっております。

２ 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用し

ております。

２ 連結納税制度の適用

同左

  

２ 連結納税制度の適用

同左

  



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

───── （役員賞与に関する会計基準） 

 当期より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、5,837百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当期より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、4,427百万円でありま

す。 

 なお、当期における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

前中間会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日）

───── （中間損益計算書関係）

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示していた「保険配当金」は、重要性が増し

たため、当中間会計期間から区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の営業外収益の「その他」に含

まれる「保険配当金」は４百万円であります。

前中間会計期間において営業外費用の「その他」に含

めて表示していた「債権譲渡損」は、重要性が増したた

め、当中間会計期間から区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の営業外費用の「その他」に含

まれる「債権譲渡損」は９百万円であります。

前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に

含めて表示していた「従業員特別退職金」及び「損害賠

償金」は、重要性が増したため、当中間会計期間から区

分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の特別損失の「その他」に含ま

れる「従業員特別退職金」は21百万円、「損害賠償金」

は35百万円であります。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日）

前事業年度末 
（平成19年３月31日）

※１ 有形固定資産減価償却累計額
1,148百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額
1,205百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額
1,176百万円

 

※２ 下記の資産は、長期借入金656
百万円及び短期借入金20,631百万
円（一年以内返済予定の長期借入
金845百万円を含む）の担保に供
しております。

   なお、有価証券７百万円及び投
資有価証券のうち22百万円は、営
業保証金として差し入れておりま
す。

受取手形 12,740百万円

有価証券 
投資有価証券

7 
792

事業保険金 203

計 13,743

※２ 下記の資産は、長期借入金107
百万円及び短期借入金12,740百万
円（一年以内返済予定の長期借入
金142百万円を含む）の担保に供
しております。

   なお、投資有価証券のうち24百
万円は、営業保証金として差し入
れております。

預金 207百万円

受取手形 6,270

建物 1,016

土地 2,595

投資有価証券 151

事業保険金 203

計 10,444

※２ 下記の資産は、長期借入金207
百万円及び短期借入金18,104百万
円(一年以内返済予定の長期借入
金708百万円を含む）の担保に供
しております。

   なお、有価証券7百万円及び投
資有価証券のうち22百万円は、営
業保証金として差し入れておりま
す。

預金 300百万円

受取手形 18,451

有価証券 7

投資有価証券 155

事業保険金 203

計 19,117

   また、上記の他、工事請負代金
の債権譲渡担保差入証書を差し入
れており、これに対応する工事請
負代金総額（既入金額を除く）
は、18,772百万円であります。

   また、上記の他、工事請負代金
の債権譲渡担保差入証書を差し入
れており、これに対応する工事請
負代金総額（既入金額を除く）
は、14,306百万円であります。

 

３ 保証債務
   下記の会社が顧客からの前受金

について、信用保証会社等から保
証を受けており、この前受金保証
について当社が信用保証会社等に
対して保証を行っております。

保証額

 ㈱大京他10社 3,039百万円

 

３ 保証債務
同左 

  
  
  
 

保証額

 扶桑レクセル㈱、 
 ㈱大京他７社

1,537百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、他
社が負担すべき債務    1百万円）

 

３ 保証債務
同左 

  
  
  
  

保証額

 ㈱大京、扶桑レ 
 クセル㈱他５社

5,090百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、他
社が負担すべき債務    8百万円）

 
４ 受取手形割引高 1,104百万円

※５    ─────

 
４ 受取手形割引高 2,048百万円

※５ 貸付有価証券及び預り担保金
   投資有価証券には、株券貸借取

引により、金融機関に貸出してい
る上場株式978百万円が含まれて
おり、その担保として受け入れた
預り担保金622百万円が流動負債
のその他に含まれております。

 
４ 受取手形割引高 1,335百万円

※５    ─────

※６ 中間期末日満期手形は、手形交
換日をもって決済処理しておりま
す。従って、当中間期末日は金融
機関の休日であったため中間期末
日満期手形が以下の科目に含まれ
ております。 
 受取手形     1,784百万円 
 支払手形     3,088

※６ 中間期末日満期手形は、手形交
換日をもって決済処理しておりま
す。従って、当中間期末日は金融
機関の休日であったため中間期末
日満期手形が以下の科目に含まれ
ております。 
 受取手形     1,143百万円 
 支払手形     2,516

※６ 期末日満期手形は、手形交換日
をもって決済処理しております。
従って、当期末日は金融機関の休
日であったため、期末日満期手形
が以下の科目に含まれておりま
す。 
 受取手形     1,639百万円 
 支払手形     3,609

７ 貸出参加取引
   平成12年９月に工事等に係る債

権の流動化を目的とした参加取引
を実施しております。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,934百万円であります。

７ 貸出参加取引
   平成12年９月に工事等に係る債

権の流動化を目的とした参加取引
を実施しております。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,929百万円であります。

７ 貸出参加取引
   平成12年９月に工事等に係る債

権の流動化を目的とした参加取引
を実施しております。

   なお、参加者に売却したものと
して会計処理した債権総額は、
7,932百万円であります。



（中間損益計算書関係） 

  

 
  

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

※１    ───── ※１ 前期損益修正益の内訳は、次

のとおりであります。

過年度完成工事高

修正
24百万円

賞与引当金戻入益 135

貸倒引当金戻入益 40

計 201

※１    ─────

 

※２ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

前期損益修正損 0百万円

固定資産除却損 0

（工具器具備品 0）

過年度完成工事補
修費

103

従業員特別退職金 21

損害賠償金 35

計 159  

※２ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

固定資産除却 0百万円

（工具器具備品 0）

過年度完成工事補
修費

4

投資有価証券売却
損

0

その他 2

計 7

※２ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりであります。

固定資産売却損 0百万円

（車両運搬具 0）

固定資産除却損 0

（工具器具備品 0） 

投資有価証券評価

損
6

貸倒引当金繰入額 3

過年度完成工事補

修費
166

その他 31

計 209

３ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

 当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりでありま

す。

３ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

 当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりでありま

す。

３     ─────

前事業年度下半期 52,412百万円

当中間会計期間 43,171

計 95,584

前事業年度下半期 50,856百万円

当中間会計期間 36,655

計 87,511

４ 減価償却実施額

  有形固定資産 34百万円

  無形固定資産 4

４ 減価償却実施額

  有形固定資産 32百万円

  無形固定資産 3

４ 減価償却実施額

  有形固定資産 68百万円

  無形固定資産 7



前へ   次へ 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 770,101 43,469 ─ 813,570

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 865,871 60,286 ─ 926,157

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 770,101 95,770 ― 865,871



（リース取引関係） 

  

 
  

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日）

前事業年度
（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 48 41 7

工具器具 
備品 459 314 144

合計 508 356 151

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具 15 11 3

工具器具 
備品 432 282 150

ソフト 
ウェア 26 14 11

合計 474 309 165

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 48 43 4

工具器具
備品 457 347 110

ソフト
ウェア 29 15 14

合計 535 405 130

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 85百万円

１年超 66

合計 151

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 67百万円

１年超 98

合計 165

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 68百万円

１年超 61

合計 130

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってお

ります。

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

51

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 43百万円

減価償却費
相当額

43

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 100百万円

減価償却費
相当額

100

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



前へ 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるもの

はありません。 

  

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1) 金融機関への追加担保差し入れ 

当社は、平成19年５月11日開催の取締役会で、５月以降の工事立替資金の新規借入調達にあたっ

て、金融機関から借入の条件として提示されたため、従来の担保に追加して新たに下記の資産及び工

事請負代金を金融機関あてに担保提供する方針を確認し、平成19年５月25日開催の取締役会で承認し

ております。 

  土地        2,595百万円 

  建物        1,038百万円 

  投資有価証券     404百万円 

 このうち、土地及び建物については、平成19年５月31日に担保提供を行いました。 

 なお、従来、工事請負代金の債権譲渡担保差入証書を差し入れていたものを、一部の取引先に対す

る工事請負代金については、取引先の了解を得た後、譲渡担保として差し入れる予定をしておりま

す。また、差し入れることとなる工事請負代金総額（既入金額を除く）は確定しておりません。 

  

(2) 借入金の期日前弁済 

平成19年４月24日に、金融機関からの短期借入金1,540百万円（一年以内返済予定の長期借入金540

百万円を含む）及び長期借入金190百万円について期日前弁済を行っており、その弁済資金について

は、同日当該借入金の担保として差し入れていた受取手形を該当金融機関で手形割引を行うことで調

達しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引

法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりであります。 

  

 

 
  

  

１
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
（第61期）

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日提出

２
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第61期）

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年９月13日提出



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、大

末建設株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 神 谷 直 巳 

      

監 査 法 人 は る か 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月10日

大末建設株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大末建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大末建設株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 石 川 昌 司     

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 柏 木   忠     

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大末建設株

式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 神 谷 直 巳 

      

監 査 法 人 は る か 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月10日

大末建設株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大末建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大末建設株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 石 川 昌 司      

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 柏 木   忠      

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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